
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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春日井市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数及び経常収支比率】
財政力指数は、地方交付税法に定める単位費用の変動に伴い基準財政需要額が微減しているため、良化している。
経常収支比率は、少子高齢化対策に伴う社会保障費及び公債費の増加による財政硬直化の傾向は本市も例外ではないもの
の、人件費抑制により義務的経費の増加を最小限にとどめていることから、類似団体平均を下回っている。過去３年度間は
86％前後で推移しており、社会保障費のさらなる増加が予想される厳しい状況の中、行政改革による事務の効率化・事務事業
の整理を進めることにより、現状の維持に努める。
【起債制限比率及び人口１人当たり地方債現在高】
起債制限比率は、平成9年度から平成14年度にかけて文化施設及び清掃工場の整備に伴う借入を行ったため、高い数値で推
移していた。その後は新規発行の抑制に努め、また、昭和50年代に借り入れた義務教育施設整備事業債の償還が完了するこ
ともあり、平成15年度の12.3％から11.7％に好転した。今後も新規発行の抑制に努め、さらに良化させていく。
建設事業に伴う地方債（通常債）残高は、前述の状況により、平成13年度をピークに年々減少している。しかしながら、平成13
年度から導入された地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の借入により、地方債残高全体は、平成14年度に一旦は
減少したものの、平成15年度以降増加している（平成16年度末臨時財政対策債残高は全体の13.6％。）。今後はプライマリー
バランスの黒字化を堅持しつつ、後年度負担の適正化を図る。
【ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数】
ラスパイレス指数は、類似団体中最も低い数値を示している。これは、給与体系の違いにより中長期在職者の給与が他団体と
比べ低くなっていることが原因と考えられる。
人口1,000人当たり職員数は、類似団体内順位が８市中１位となっている。今後もさらに定員管理の適正化を進めるため、平成
17年度から５年度間で、保育・消防・医療職を除く職員の９％削減を予定している。


